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導入促進基本計画 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

本市の人口は令和７年１月３１日現在で１１３，２７８人である。年齢３区分別の

人口構成比は年少人口（０～１４歳）が約１１．８％（１３，４２２人）、生産年齢人

口（１５～６４歳）が約６４．２％（７２，７７４人）、老齢人口（６５歳以上）が約

２３．９％（２７，０８２人）となっており、年少人口（０～１４歳）は減少傾向に

あり、今後、高齢者のうち前期高齢者（６５～７４歳）は減少するものの、後期高齢

者（７５歳以上）は増加することが予想される。 

本市の産業構造としては、令和３年経済センサス活動調査結果報告書によると、卸

売業・小売業が約２４．４％、宿泊業・飲食サービス業が約１２．１％、不動産業・

物品賃貸業が約１０．９％、生活関連サービス業・娯楽業が約１０．７％、医療・福

祉が１０．５％、建設業が９．８％などとなっている。 

同調査では、市内の民営事業所数は２，８６３事業所となり、平成２８年経済セン

サス活動調査結果報告書と比較し、６０事業所減少しており、市内事業者の厳しい経

営環境が窺える。 

当市は富士見市産業振興条例に基づき、地域経済の活性化を図るため、事業者の経

営基盤安定への支援やその他地域経済の活性化のために必要な施策等を実施し、産業

の各分野における成長等に向け取り組むこととしている。 

今後は、当市の中小企業者が少子高齢化や人手不足、企業間競争等の厳しい事業環

境を乗り越えるため、現在の取組に加え、中小企業者の事業課題となっている設備年

齢の高い設備を生産性の高いものに更新し、労働生産性をさらに向上させることによ

って長期の事業継続を可能とすることが、当市の健全な産業構造の維持、地域経済の

活性化に必要である。 

  

（２）目標 

中小企業等経営強化法第４９条第１項の規定に基づく導入促進基本計画を策定し、

中小企業者の先端設備等の導入を促すことで、県内でも設備投資が活発な自治体の１

つとなり、経済発展していくことを目指す。 

これを実現するために、計画期間中に５件程度の先端設備等導入計画の認定を目標

とする。 

  

（３）労働生産性に関する目標   

先端設備等導入計画を認定した事業者の労働生産性（中小企業等の経営強化に関す

る基本方針で定めるものをいう。）が年平均３％以上向上することを目標とする。 

 



２ 先端設備等の種類 

多様な産業の多様な設備投資を支援する観点から、本計画において対象とする設備

は中小企業等経営強化法施行規則第７条第１項に定める先端設備等の全てとする。 

 

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１）対象地域 

広く事業者の生産性向上を実現する観点から、本計画は富士見市全域を対象とする。 

   

（２）対象業種・事業 

広く事業者の生産性向上を実現する観点から、本計画は全業種を対象とし、労働生

産性が年平均３％以上に資すると見込まれる事業であれば、幅広い事業を対象とする。 

 

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

国が同意した日から２年間（令和７年４月１日～令和９年３月３１日）とする。 

 

（２）先端設備等導入計画の計画期間 

３年間、４年間又は５年間とする。 

 

５ 先端設備等の導入の促進に当たって配慮すべき事項 

雇用の安定に配慮するため、人員削減を目的とした取組は先端設備等導入計画の認

定の対象としないこととする。 

認定した先端設備等導入計画の達成状況を確認するため、進捗状況についての調査

を実施する場合がある。 

健全な地域経済の発展に配慮するため、以下の者については先端設備等導入計画の

認定の対象としないこととする。 

・ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律に定める営業その他公序良

俗を害する恐れのある事業を行う者 

・ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号の暴力団に関係

する者 

・ 市税（富士見市税条例第３条第１号から第３号までに規定する税及び富士見市

都市計画税条例第１条に規定する都市計画税をいう。）を滞納している者 

   

 

（備考） 

  用紙の大きさは日本産業規格Ａ４とする。 

 


